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MDGs達成のための「エビデンスに基づく援助評価」
─ 7つのベストバイとマイクロファイナンスの評価 ─

佐々木　亮
SASAKI  Ryo

1．背景：達成が危ぶまれるミレニアム開発目標（MDGs）

ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals （MDGs））は、国連本部で開
催された国連ミレニアム・サミット（2000年 9月）に参加した 189の国連加盟国代表
が採択した「国連ミレニアム宣言」を主軸としてその他の国際会議で採択された開発
目標をとりまとめたものである。MDGsでは、国際社会の支援を必要とする開発課題
に関して 2015年までに達成すべき 8つの目標（Goals）、ターゲット（Target）、60の
指標（Indicators）を掲げている（http://www. undp. or. jp/aboutundp/mdg/）。
それからちょうど 10年たった 2010年 9月に、国連本部でこれまでの進捗を検証す
べくミレニアム開発目標首脳会議が開催された。同会議では「多くの国で貧困人口の
減少、就学率の向上、健康状態の改善では著しい前進をしている」と結論している。
その一方で、目標の多くが達成できない可能性が高いというのが一般的な認識となっ
ている。また、地域別の達成度合いを見ると、東アジア地域では著しい進捗が見られ
る一方で、サハラ以南アフリカ地域では多くの目標の達成が危ぶまれている。

2．エビデンスに基づく援助実践の試み：そもそもエビデンスとは何か？

こうした状況に対して、援助を拡大する前に、「何が機能し、何が機能しないのか」
を明らかにすることが先決だという主張がなされ、それを明らかにするための方法と
して提案されたのがランダム化比較実験（RCT：Randomized Controlled Trial）の導入
であった。RCTによって「ハード・エビデンス」あるいは日本語で「厳格な証拠」を
産出して援助関係者に提供しようという試みである。ただし、ランダム化比較実験自
体は 1920年代に考案された方法であり長い歴史を有するが、今回は他分野の流行にな
らって、「エビデンスに基づく援助評価」（“Evidence-based Aid Evaluation”）として紹
介され普及が進んでいる（佐々木 2010）。さてそれでは RCTとはどのようなものであ
ろうか。このデザインでは、サンプル集団をランダム・アサインメント（無作為割当）
によって二つのグループに分ける。コインの裏表で分けると考えるとよい。そして片
方のグループには介入行為を適用する一方で、もう片方のグループには何もしない。
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二つのグループのあらゆる特徴や背景の平均値（それは測れるものと測れないものが
ある）が一致していることがランダム・アサインメントによって保証されていること
から、介入実施後に、二つのグループの成果指標値の間に現れた差は、純粋に、途中
の唯一の差である介入行為によって引き起こされたと判断できる。またその差を「イ
ンパクト」と呼称する（青柳 2010）。これにより、もっとも厳格に因果関係を明らか
にすることが可能となる。図表 2に図示したので確認されたい。

図表 1　ミレニアム開発目標
目標（Goals） ターゲット（Target） /指標（Indicators）

1： 極度の貧困と飢餓の
撲滅

A.   2015年までに 1日 1ドル未満で生活する人口の割合を 1990年の水準の
半数に減少させる

B.   女性、若者を含むすべての人々の、完全かつ生産的な雇用、適切な雇
用を達成する

C.   2015年までに飢餓に苦しむ人口の割合を 1990年の水準の半数に減少さ
せる

2： 普遍的初等教育の達
成

2015年までに全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修了でき
るようにする

3： ジェンダーの平等の
推進と女性の地位向
上

2005年までに可能な限り、初等・中等教育で男女格差を解消し、2015年ま
でにすべての教育レベルで男女格差を解消する

4： 乳幼児死亡率の削減 2015年までに 5歳未満児の死亡率を 1990年の水準の 3分の 1にまで引き下
げる

5： 妊産婦の健康の改善 A.   2015年までに妊産婦の死亡率を 1990年の水準の 4分の 1に引き下げる
B.   2015年までにリプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）の
完全普及を達成する

6： HIV/エイズ、マラ
リア、その他の疾病
の蔓延防止

A.   2015年までに HIV/エイズのまん延を阻止し、その後、減少させる
B.   2010年までに必要とするすべての人が HIV/エイズの治療を受けられ
るようにする

C.   2015年までにマラリアやその他の主要な疾病の発生を阻止し、その後、
発生率を下げる

7： 環境の持続可能性の
確保

A.   持続可能な開発の原則を国家政策やプログラムに反映させ、環境資源
の損失を阻止し、回復を図る

B.    2010年までに生物多様性の損失を確実に減少させ、その後も継続的に
減少させる

C.   2015年までに安全な飲料水と衛生施設を継続的に利用できない人々の
割合を半減する

D.   2020年までに少なくとも 1億人のスラム居住者の生活を大きく改善す
る

8： 開発のためのグロー
バル・パートナー
シップの推進

A.   開放的で、ルールに基づく、予測可能でかつ差別的でない貿易と金融
システムを構築する（B～ E略）

（出所）UNDP（2010）『ミレニアム開発目標』http://www. undp. or. jp/aboutundp/mdg/
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図表 2　RCT の概念図

3． エビデンスに基づく援助評価の試み：注目を浴びる
「貧困アクションラボ」の活動

「エビデンスに基づく援助評価」は、「貧困アクションラボ」（Poverty Action Lab. ）
によって主導されてきた。「貧困アクションラボ」は、今までの援助が、世界の貧困状
況を改善してこなかったことに業を煮やした研究者集団によって設立された機関であ
る（マサチューセッツ工科大学とハーバード大学の経済学者が中心である）。「貧困ア
クションラボ」の 2004年の設立以来、世界銀行の強力な支援を得て、RCTを適用した
多数の評価結果が産出されるようになった（佐々木 2006）。また、「貧困アクションラ
ボ」は、地元の大学や研究機関の協力を得て地域支部を創設し、現在は世界的なネッ
トワークに成長している。ただし東アジアにはまだ支部がなく、日本での設立が提唱
されたことがあるが（佐々木 2006）、未だに東アジアでは実現していない。図表 3に
評価結果の実績と地域支部の図をまとめた。

図表 3　貧困アクションラボによる RCTの実績と地域支部

（出所）　http：//www. povertyactionlab. org
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4．貧困アクションラボによる「7つのベストバイ」政策

貧困アクションラボの Dufloは、「『7つのベストバイ』政策：MDGの達成に向けた
ベストプラクティスの情報」を 2010年の国連総会特別部会で発表して大きな反響を呼
んだ。以下の解説では、その発表をまとめたペーパー（http://www. povertyactionlab. 

org/intres/mdgs）のほぼそのままの解説に加えて、それぞれの政策に関する原論文を
レビューして評価結果をグラフ化して、より詳細に分析して提示した。

（1）寄生虫駆除薬の配布によって登校日数が増加する
子どもが毎日学校に通うことは、どんな教育効果を考えるにしても最低限必要な条

件である。従来は、保護者の意識向上、無料給食の実施、綺麗な校舎への建て替えな
ど、教育セクターの枠内で対策が考えられてきた。しかしここで少し視点を変えて、
寄生虫駆除薬の配布と服用という保健セクターの対策がじつは効果があるという提案
がなされた。さっそく RCTを適用して評価したところ、1年次終了時には、寄生虫駆
除薬の配布と服用により生徒の欠席日数が約 3分の 1も減少した（下図の男子の場合
-36.1％（＝（75.6％ -84.4％）/（100％ -75.6％））。女子の場合 -34.4％（＝（77.9-85.5％）
/（100％ -77.9％））。小学校に入学してから卒業するまでの期間に換算するとほぼ 1年
間分の増加となるほど大きな効果が確認された。一方、生徒 1人当たり 1年間の費用
はわずか 50セント（＝約 50円）であり、通常の教育セクターの対策よりも格段に安
いと評価された。

 （有意水準：***1％、**5％、*10％。（2）以降も同様）

図表 4　寄生虫駆除薬に関する RCT適用の概要
対象地域 ケニア・ブシア県

サンプル ブシア県の 75小学校（生徒数　約 30,000人）

介入行為 回虫駆除薬の配布。オランダの NGOの International Christelijk Steunfounds 
Africa （ICS）のプロジェクトとして実施された配布を評価した。

介入結果

（2）学校制服の無償配布により十代の妊娠が減少する
十代の子どもの妊娠は大きな社会問題である。さまざまな対策が提案されており、

RCTを適用してその効果の有無を評価した。そのうちのひとつである生徒への制服の
無償供与により、十代の妊娠が約 10％減少した（＝（13.5-15.0）/15.0％）。費用は、

各グループの介入実施年
1998年 1999年 200年 2001年

G1 （25校） ◎ ◎ ╳

G2 （25校） ╳ ◎ ╳

G3 （25校） ╳ ╳ ◎

（注）◎は介入実施を表す
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一人当たり一年間の制服費用は女子生徒がわずか 10.8ドル、男子生徒が 12ドル（3年
間）であった。また、別の政策として、20代に無防備な性交を行うことの危険性につ
いて女子生徒に教えることにより、年配の男性（通称 ‘シュガーダディ’）との性交に
よる十代の妊娠が大幅に減少したことも分かった。

図表 5　制服の無償供与に関する RCT適用の概要
対象地域 ケニアの Bungoma県と Butere-Mumias県

サンプル 328小学校の生徒（約 70,000人）

介入行為
① HIV/AIDS回避に関する教員研修、②教育負担の低減（制服の無償供与、③
HIV/AIDに関するエッセー記載と討論、④ HIV/AIDSに関するリスクの授業
（‘シュガーダディ’ との性交のリスク）

介入結果
…一方、HIV/
AIDS回避に関
する研修を受
けた教員によ
る授業を受け
ると、結婚へ
の抵抗感が低
くなり、妊娠
した場合に結
婚する率が高
くなることも
分かった。

（3）女性当選枠の設定は女性の要望を政策に反映させる
女性の要望をより政策に反映させるために女性当選枠を設定すべきだという主張が

ある。実際に政策が変わるのかどうかを RCTを適用して評価した。その結果、女性の
政治参加は増加し、「きれいな水」など女性が重視する政策に関する予算が増加した。

図表 6　女性当選枠の設定に関する RCT適用の概要
対象地域 インド　西ベンガル州、ラジャスタン州

サンプル 西ベンガル州の 161の村（実施群 54, 比較群 107）、
ラジャスタン州の 100の村（実施群 40, 比較群 60）

介入行為 村議会（Village council）に女性枠を設定する。女性枠は定員の 3分の 1。中央
政府の政策として実施された。

介入結果
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さらに、有権者は女性政治家を低くみなしがちだったが、女性の政治リーダーに接す
ることによって、女性に対する偏見が減少したことも確認された。なお、女性当選枠
の設定にかかる費用は実質ゼロであり、女性の地位向上のためには格段にコストが安
いことも明らかになった。

（4）補修授業により学習効果が向上する
途上国ではさまざまな理由から、十分な学力を身につけられない生徒が多数いる。

通常語られる一般的な教育施策（例：教員の増員・研修、テキストの無償配布、教員
と生徒への動機付け等）は、そもそも子ども達に基礎的な読み書きの能力がなければ
機能しないであろう。ではこの問題にどう対処すべきか？ひとつのアイディアは、授
業に遅れを取った子ども達をおいてきぼりにせずに、積極的に補修授業を行うという
ことである。RCT適用の結果、補修授業を適用しない生徒グループに比べて、大半の
能力（四則計算、文字問題など）で 8～ 13％の改善を示した。また、コストは生徒一
人当たり一年間でわずか 2.25ドルでありたいへん安価であることがわかった。

図表 7　補修授業に関する RCT適用の概要
対象地域 インドのヴァドダラ市とムンバイ市（旧ボンベイ）

サンプル ヴァドダラ市：122小学校、ムンバイ市：77校

介入行為
補修授業を実施する。補修が必要と教師が認定した生徒は、1日 4時間の授業
のうち、2時間は別教室で補修授業を受ける。インドの NGOである Pratham
が政府と協力して実施した。

介入結果

（5）蚊帳の一部自己負担をやめることによってより多くの生命が救われる
抗マラリヤ薬を塗布した蚊帳（anti-malarial insecticide-treated nets （ITN））は、妊婦

がマラリアにかかるのを防ぐのに有効である。しかし、だからと言って無料配布とす
ると、本来必要ではない人までもらおうとして資源の浪費につながるという主張があ
る。そこで RCTを適用して、無料配布されるグループと一部自己負担するグループに
分けて、ITNの利用度合に関して検証した。その結果、両グループの間で ITNの利用
率は何ら違わず、資源の浪費にはつながっていないことがわかった。逆に、一部自己
負担にすると、本来利用すべき妊婦の女性たちの間の ITNのニーズを激減させること
が分かった。結論として、ITNを無料配布することにより、従来はマラリアによって
失われていた多くの生命が救われるし、生命を救うためのコストも安く済む。
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（6）農民へのスマートな援助により収入向上が実現する
単純に農民に補助金を出しても効果があるかどうか分からないが、やり方を工夫し

たスマートな援助なら効果があるかも知れない。それは、収穫シーズンに限定した肥
料の購入支援および購入した肥料の植栽シーズンの配達サービスの組み合わせである。
つまり資金に余裕のある時期に購入を奨励し、実際使用する時期にお届けするという
援助である。RCTを適用してその効果を評価した。その結果、農民の肥料の購入と使
用が劇的に増加するし、このスマートな援助によって、農民が新技術を受け入れ、農
業生産性を高め、家計収入の増加を実現することが確認された。

（7）小額の「おみやげ」が子ども達の予防接種率を上げる
予防接種は費用対効果がたいへん高く、多くの国で無料で実施されている。しかし

未だに接種率が低い国も多い。RCTの適用により、小額のインセンティブ（たとえば、
接種が済んだらマメの袋を一袋おみやげとしてあげる）により接種率を劇的に改善す
ることができることが確かめられた。

5．貧困アクションラボによるマイクロファイナンスの評価

「7つのベストバイ」が発表されたあとに、マイクロファイナンスに関する RCT適用
の報告書が公表されたのでそれについても最後に解説する。マイクロファイナンスは、
貧困削減の切り札として 1970年代に登場し、その後急激に普及した。2007年 12月の
時点で 1億 5,486万人（うち女性が 1億人以上）がサービスを受けていると発表され
ている（Microcredit Summit Campaign発表）。また、2006年には、グラミンバンクと
その創設者のムハマド・ユヌス博士（Dr. Mohammad Yunus）がノーベル平和賞を受
賞している。
一方で、マイクロファイナンスが貧困削減に本当に効果があるかどうかは論争が続

いている。Pitt and Khandker （1998）は大きな効果があり、特に女性に効果があると
結論している。一方で、Morduch （1999）、Rodman&Morduch（2009）は確たる証拠
は確認されていないとして一貫して否定的である（高橋 2011）。こうした論争に対し
て確かな証拠を提供すべく、もっとも厳格な手法である RCTによる検証を行ったのが
本例である。対象地域、サンプル、介入行為は次のとおりである。

対象地域 インド、ハイデラバード（アンドラプラデッシュ州の州都）

サンプル 104地区（実施：52地区、比較：52地区）

実 施 年 2005ベースライン調査、2006-2007事業実施、2007年 8月エンドライン調査

介入行為 グラミン銀行のグループ化貸付の手法を採用した Spandanaという事業主体が
マイクロファイナンス事業を実施。

対象地域は、インドのハイデラバード（アンドラプラデッシュ州の州都）で、同市
から 104地区を選定して 1対 1のマッチングを行って 52組を形成した。その後、それ
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ぞれの組のなかでランダム・アサインメント（無作為割付）を行って、1地区を実施
地区（融資実施）、別の 1地区を対象地区（融資を実施しない）に分けた。これにより
特徴を近似させた実施地区 52地区と比較地区 52地区を形成した。
融資資格は、（a）女性、（b）18-59歳、（c）同じ地域に 1年以上居住、（d）有効な
身分証明書を持っている、（e）グループの 80％以上が自宅を所有していること。一方
で、グラミン銀行のようにグループに対して訓練は行わない。融資額は 10,000-12,000

ルピーで金利は 12％（年利 24％と同等）。
2005年にベースライン調査を実施して、両グループの経済的な平均値に差がないこ

とを確認した。2006年から 2007年にかけて、グラミン銀行ののグループ化貸付の手
法を採用したマイクロファイナンス銀行である Spandanaが融資事業を実施した。2007

年 8月にエンドライン調査を実施して、両グループ間の指標群の差を測定した。

図表 8 マイクロファイナンスへの RCTの適用プロセスと評価結果の概要
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評価結果は次のとおりであった。
（有意水準：***...... 1％、**..... 5％、*...... 10％）

（1）マイクロファイナンスからの借入（図表 9）
Spandanaから融資を受けた世

帯の率は実施地区（52地区）が
18.5％、比較地区（52地区）が
5.2％でその差 13.3％だった。比較
地区の人もわずかながら Spandana

に融資申請して融資を受けている
ことがわかる。また Spandanaを
含むマイクロファイナンス機関か
ら融資を受けた世帯の率は実施地
区が 26.9％、比較地区が 18.6％だった。したがって、実施地区の方がより多く融資を
受けたと結論されている。

（2）新規ビジネス開始へのインパクト（図表 10）
新規ビジネスを開始した率は、

実施地区（52地区）が 7.0％、比
較地区が 5.4％でその差 1.6％だっ
た。これは 5％水準で有意と判定
された。一方、新規ビジネスが開
始されることにより競争が発生し
て、ビジネスから撤退するケース
が出る可能性も考えられたが、実
施地区 2.8％、比較地区 3.1％、その差 0.3％で誤差の範囲内と判定された。したがって、
マイクロファイナンスの実施により、新規ビジネスの開始が増加することと結論され
た。

（3）新規ビジネスにおける効果（図表 11）
実施地区と比較地区で新規ビジ

ネスに限って比較した場合、利益、
投入、収入は、実施地区の平均値
の方が低かったがいずれも優位な
差であるとは判定されなかった。
賃金、資本に関しても優位な差で
はない。これは、一口に新規ビジ
ネスと言っても高収益を上げて一
気に規模を拡大したケースからぎ
りぎりの水準で存続しているケースまで多数のケースがあり、数値のばらつき（＝標
準偏差）が大きくなっているからであると考えられる。また新規ビジネスに限ってい

図表 9　マイクロファイナンスからの借入

図表 10 新規ビジネスへのインパクト

図表 11　新規ビジネスへにおける効果
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るのでサンプル数が少なくなっていることも影響していると見られる。

（4）新規ビジネスの種類（図表 12）
実施地区は、「食品／農業」が

多く、「リキシャ／運転」（リキシャ
はタクシー）が少なかった。前者
は小資本ですぐに開始できる事業
で一方、後者は今回の種類分けで
もっとも資本がかかる事業である
ことが現れていると解説されてい
る。

（5）月間家計支出へのインパクト（図表 13）
ビジネスで使用する耐久消費財

の支出が増加している一方で、“嗜
好品”（茶、煙草、アルコール）／
祭（結婚式を除く）の支出が減少
しており、両者の間に支出の移動
が見られる。さらに、従来からビ
ジネスをしている世帯、新規ビジ
ネス開始の可能性の高い世帯、新
規ビジネス開始の可能性の低い世
帯に分割して再集計してみると、
新規ビジネス開始の可能性が高い世帯でこの傾向がより顕著であることが観察された。

（6）女性のエンパワーメント、保健、教育への効果（図表 14）
いずれの指標も、実施地区の方

が比較地区よりも高かったが、そ
の差は統計的に有意であるとは判
断されなかった。（なお「女性が
主たる意思決定者」であると回答
した率が 70％近くに達しているの
は率直に驚くべきことであり、ア
ンケートのとり方などを再検証す
る必要があると筆者（佐々木）は
考えている。）
以上の分析を通じて、マイクロファイナンス事業に関して次のとおり結論された。

図表 12　新規ビジネスの種類

図表 13　月間家計支出へのインパクト

図表 14　 女性のエンパワーメント、保健、教育へ
の効果
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マイクロファイナンスは、新規ビジネス開始にある程度の効果がある。また、ビジ
ネス関連を含む耐久消費財への投資の増加と、“嗜好品”（茶、煙草、アルコールなど）
とお祭関連の支出の減少をもたらすという効果がある一方で、女性のエンパワーメン
ト、教育、保健への効果は（少なくとも短期的には）確認できなかった。
マイクロファイナンスは、よく主張されるように「奇跡（ミラクル）」ではないか
も知れないが、借入、投資、そしてビジネスの拡大を実現することを可能にする。

6．結論とディスカッション

RCTを適用することの利点と懸念・限界についてはすでに多数の論文があるし（例：
Bauchet&Morduch 2010）、「貧困アクションラボ」の Banerjeeとの議論をもとに筆者
もまとめている（佐々木 2010）。それを繰り返す必要はないので、以下の点のみを述
べる。

RCTの適用により、開発援助に関して「何が機能し、何が機能しないのか」が明ら
かになることが多くなった。今後のMDGs達成に向けた適切な政策選択に寄与するこ
とが期待される。ただしそれは、政策立案者がいかに適切に RCTの評価結果を理解し
て政策に反映させようとするかの問題でもあり、RCTを用いて評価をする側としては、
その政策立案者の努力を継続的に支援していかねばならない。
なお、今回のレビューを通じて、論文がかなり専門的になっていることが懸念され

た。社会科学系の大学院でひととおり統計学のコースを修了したレベルの知識が要求
されるようである（3～ 4コースの履修が必要であろう）。ただし、そもそも RCTは、
二つのグループの平均値を比べるという単純さと分かりやすさが大きな利点であり、
その利点は維持されねばならない。今回レビューした論文でも、RCTを適用している
のにそのデータを用いて複雑な回帰分析が行われているケースが多数あった。回帰分
析では正確な介入効果が分からないから RCTが注目されて普及してきたという経緯が
あるわけで、その原点に立ち返るべきである。
ただしそうは言っても、RCTを用いた評価結果の論文を適切に理解するには、やは

り最低限の統計学の知識は必要であると言わざるを得ない。それは、平均値と標準偏
差の計算、2群の有意差検定、データの標準化、重回帰分析の知識などである。筆者
の経験から言えることは、こうした統計学の知識は、授業を受けて、自ら電卓なりエ
クセルなりを動かして手計算する訓練を経て、初めて身につくということである。こ
れは、定性的な手法であるインタビュー（キーインフォーマント、フォーカスグルー
プ）、直接観察、参与観察などの「習うより慣れろ」という手法群とは根本的に学び方
が違うと言わざるを得ない。開発援助の世界で働く人のために、「統計学のアダルト
ラーニング」が必要だと思われる。
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